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研究成果の概要（和文）： 

 

本研究は環境問題・所得格差の拡大問題・安全保障問題・など，様々な社会問題を市場の均衡

価格メカニズムの利用による経済分析という点に特色を持つ一般均衡理論を用いた経済モデル

によって吟味した．その場合，通常はモデルのパラメータを統計処理により推定・特定化して

分析を行う応用一般均衡分析が用いられること多い．本研究は通常の応用一般均衡分析と異な

りモデルのパラメータをランダムに選んで現象の生じる確率を計算して評価するという点に特

色を持つ． 

 
研究成果の概要（英文）： 

 

This research examined a variety of social problems, such as those on environment, 

inequality of income distribution, national security, etc., by constructing economic models 

in terms of general equilibrium, which conducts economic analysis from the viewpoint of 

price mechanism governing the whole markets. For the analysis of this sort, traditionally, 

the applying general equilibrium analysis has been utilized, which selects parameters of 

the model by the statistical analysis on the actual data: calibration. The distinctive feature 

of the present research, however, consists in selecting parameters randomly, deriving 

probabilistic conclusions on those social problems. 
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１．研究開始当初の背景 

 

現実の社会問題に関する経済学の貢献を論

じる場合，「応用一般均衡分析」のそれは高
く評価できる．ただしその経済モデルのパラ
メータの数値を現実のデータに対し統計分
析を行って推定・特定化して用いるという方
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法（calibration）が採られてきたが，この
calibration には批判も行われてきた． 

 

２．研究の目的 

 

本研究の主要目的はこの calibration に対す
る批判を克服するために別のアプローチを
行うことが可能ではないかという視点から
「応用一般均衡分析」の新展開を図ることで
ある． 

 

３．研究の方法 

 
研究の目的のために経済モデルのパラメー
タを千・万という単位でランダムに選んで用
い，均衡解の計算を通じてモデルについての
仮説（成立，不成立）が成立する確率を計算
し，その確率が明確に 50%以上であればその
仮説が成立する傾向があると推定するアプ
ローチが採られた．その場合，通常の「応用
一般均衡分析」では Scarf メカニズムが用い
られるが，本研究では一般均衡解を万の単位
で計算せねばならず，Scarf メカニズムでは
なくて計算ソフト Mathematicaに組み込まれ
ている Newton メカニズムが用いられた． 
 
４．研究成果 
 
キーワードには環境問題，所得分配，安全保
障，という社会問題を選んでいるので，まず
環境問題に関する研究成果より述べる． 
 
（１） 環境問題 
本研究で分析したのは一般均衡論により地
球温暖化を吟味するということである．地球
温暖化の経済的側面とは生産を行うには多
くは化石燃料の消費を必要とし，結果として
発生し蓄積された CO2 が地球温暖化を通じて
食糧生産に負の影響を与えるということで
ある．本研究ではこの負の影響を外部不経済
としてモデルに取り込んだ動学的一般均衡
モデルとして構築した．更に人口については
はマルサス・フェルフルスト的な影響をモデ
ルに組み込んだ．この時，まず，外部不経済
が存在しないとき，人口は一定値に収束する
ことがシミュレーションにより確かめられ
た．そこで食糧/人口の極限値をこの定常人
口を維持するために必要な最低一人当たり
食物量 SPCF（sustainable per capita food）
であると定義する．そこで次に外部不経済が
影響を持つと仮定してモデルの変数となっ
た食糧/人口がピグー型環境税によって長期
的に SPCF 以上にすることが出来るかどうか
を吟味した．表 1のように外部経済の影響が
小さければ環境税を低い率の領域で選ぶこ
とにより SPCF 以上に維持できること，影響
が大きくなるにつれ環境税を高くすること

により SPCF 以上にすることが出来ることを
示した．ただし表1でx0は外部不経済の程度，
(g1/N)*[x0]は動学プロセス上で収束していく
「環境税がない時の一人当たり食物の量」，
T[x0]は SPCF を実現するのに必要な環境税の
領域を示す．この表の作成にシミュレーショ
ン手法が適用された．すなわち環境税を 0 と
100 の間で 1/100 の幅で分割し，それぞれの
分割点における環境税を所与としてプロセ
スの収束点を計算し表１の結論を得た． 
 

x0 (g1/N)*[x0] T[x0] 

0 0.000408248  

1/10 0.000397635 [0.18, 22.21] 

2/10 0.000386097 [0.45, 16.35] 

3/10 0.000373421 [0.88, 12.32] 

4/10 0.000359304 [1.87, 7.73] 

       表１ 
 
しかし図１のように，外部経済の影響がかな
り大きくなると，その影響の限界値が存在し
この限界値以上の外部不経済となると，いか
に高い環境税を課しても SPCF 以上にするの
は不可能であることが示され，ピグー型環境
税は万能ではないことが示された．図１で横
軸は税率，縦軸は定常的一人当たり食糧であ
る．また SPCF=0.000408248 であるから，い
かなる環境税に対しても SPCF 以上を実現で
きない場合を示す．このグラフの作成にもシ
ミュレーション手法が適用された．すなわち
環境税を0と100の間で1/100の幅で分割し，
それぞれの分割点における環境税を所与と
してプロセスの収束点を計算しこのグラフ
が描かれた．（学会発表４参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
     図１ 
 
 次の研究では地球温暖化問題ではあまり
考慮されない点を分析した．即ち，蓄積され
た CO2 は多くなりすぎると負の影響を食糧生
産に与えると言われるが，逆にもし CO2 がゼ
ロであれば食糧生産は不可能である．光合成
には CO2 は必要・不可欠だからである．そこ
で蓄積された CO2 による外部効果をそれが少



ない時には外部経済，多い時には外部不経済
であると再定義を行った．ただし前研究とは
異なり人口は不変であると仮定する．この時，
蓄積された CO2 の動学法的式は安定であるこ
とがまずシミュレーションにより示される．
その定常値は様々なモデルのパラメータに
依存するのであるが，もし外部効果関数を単
峰型と仮定すれば光合成作用のパラメータ
の変化に対し 2 点で定常・蓄積 CO2は不連続
に変化することが示された．即ち，経時的変
化に対し，蓄積された CO2 は必ずしも連続的
に変化するとは限らないという理論的可能
性が示された．以下の図では横軸が光合成作
用のパラメータ，縦軸が定常 CO2 であり，図
２の B点と図３の C点が不連続点である．（学
会発表１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
      図２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
     図３ 
 
このグラフの作成にもシミュレーション手
法が適用された．すなわち光合成作用のパラ
メータを0と100の間で1/100の幅で分割し，
それぞれの分割点におけるパラメータを所
与としてプロセスの収束点を計算しこのグ
ラフが描かれた． 
 
（２） 所得分配 
所得分布の不平等を測るジニ係数が多くの
国で上昇し，所得分布不平等の拡大はそれら
の国で問題となってきた．その原因について
多くの論者は経済的要因よりも政治的要因
を提示し，その政治的要因分析については詳
しく行うが経済的要因の分析についての吟
味は多くないのが実情である．本研究ではヘ

クシャー・オーリン（H-O）モデルを修正し
た貿易モデルを構築し，経済のグローバル化，
及びイノべーション（ただし新商品の発明）
のジニ係数への影響をシミュレーションに
より行った．まず H-O モデルに倣い，2 部門
2 要素モデルを取り上げ生産関数は規模に関
する収穫逓減であると仮定し，利潤を正にな
るようにしたあとでそれぞれの部門の企業
家は生産された（消費）財の消費者であると
仮定する． 
資本と労働という 2要素はそれぞれ資本家と
労働者階層により保有されると仮定して，4
経済主体モデル（企業家 1，企業家 2，資本
家，労働者）を構築した．そこで 2つの国 A，
B が貿易を行うと，A にとって，貿易を行う
ことによりジニ係数は上昇する傾向がある
ことを 10000 のパラメータをランダムに選ぶ
ことで確認した．さらに Aで新しい商品が発
明され企業家 3 が誕生すると，貿易が行われ
ない場合，5 経済主体モデル（企業家 1，企
業家 2，企業家 3，資本家，労働者）のジニ
係数は 4経済主体モデルのそれより上昇する
傾向があるとシミュレーションにより確認
された．次にその新商品が A 国でのみ生産さ
れ B国へ輸出されると A国のジニ係数は貿易
前より上昇する傾向があるとシミュレーシ
ョンにより確認された．最後に，新商品が両
国で生産され貿易されるようになると A国の
ジニ係数は更に上昇する傾向があるとシミ
ュレーションにより確認された．この研究は
10000 個の場合のうち必ず 50%以上でジニ係
数が上昇したという意味で「傾向がある」と
示されたのみであり，必ずしも「証明された」
わけではない．しかしこの研究は，少ない「所
得格差の経済分析」を補填するものである． 
 
（３） 安全保障問題 
EU 形成は新国家形成という側面を持つ．特に，
ドイツ，フランス，イタリアなどの個別国家
が個別の「国家」機能を維持したままで，ま
ず市場統合を行い，最終的にはそれよりさら
に進んで一つの「国家」を目指そうとしてい
る．その場合，国家とは軍備を保有するもの
であると考えられよう．本研究は民事財と軍
事財を生産する 2産業と労働者からなる一般
均衡モデルを構築して国家形成を分析する．
まず 2つの地域 A，B，があり共通の「敵」に
直面しているがそれぞれ独立に軍備を構築
し，市場も完全に独立していると仮定する．
軍備はそれぞれの地域政府が費用最小化で
生産を行い，費用はリンダール・メカニズム
により経済主体間に分担される．このような
状況から地域 A と B の国家形成を考察する．
その場合，まず市場の統合のみで，両地域は
独立の軍備を維持したままでいる状態から
最終的には市場も軍備も統合する場合（ケー
ス I）と，まず軍備の統合のみで，両地域は



独立の市場を維持したままでいる状態から
最終的には市場も軍備も統合する場合（ケー
ス II）が考えられる．本研究ではシミュレー
ションにより，まず，ケース Iでは市場の統
合によりパレート改善が実現し，そこから更
に軍備の統合により，更なるパレート改善が
実現することが示された．次にケース II で
は軍備の統合によりパレート改善が実現す
るが，そこから更なる市場の統合により更な
るパレート改善は実現しないことがシミュ
レーションにより示された．このシミュレー
ションによれば国家形成のプロセスとして
はケース Iの方が無理がないとの結論となっ
た．（学会発表５） 
また安全保障と所得分布の不平等問題も分
析した．1989 年から旧共産圏体制が崩壊し，
アメリカは軍事費の削減が可能となり，政府
資金が ICT 育成へ流れ，不景気無きニュー・
エコノミーの到来かと議論された．本研究で
はまず民事財 2財が生産されている状況から
始める．ここに第 3 の財が発明されたとき，
その財が民事財である場合（ICT イノベーシ
ョン）と軍事財のような公共財である場合
（旧体制時のイノベーション），ジニ係数の
変化を考察したものであるが，その結論は効
用関数に決定的に依存し，差はないと結論す
るのが妥当との結論を得た． 
（学会発表２） 
 
以上のように，シミュレーションにより大量
のデータを構築し，それを用いて有意義な質
的議論を行うことが可能であるとの結論を
得た． 
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